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内閣府男女共同参画局 

 
１．制定の趣旨 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正す

る法律（令和５年法律第 30 号。以下「改正法」という。）による改正後の配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31
号。以下「法」という。）第５条の２第４項及び第 10 条第６項第２号の規定に

基づき、制定する。 
 
２．施行規則（内閣府令）案の内容 
⑴ 協議会の公表（第２条） 
 ➤法第５条の２第４項の規定により、協議会が組織されたとき、当該地方公

共団体がする公表は、協議会の名称及び構成員の名称又は氏名について行

うものとするとともに、当該公表は、地方公共団体の公報への掲載、イン

ターネットの利用その他の適切な方法により行うこととする。ただし、構

成員のうち民間の団体又は個人の名称又は氏名の公表については、必要が

あると認めるときは、その全部又は一部についてその団体又は個人の数の

公表をもって代えることができることとする。 
⑵ 法第 10 条第６項第２号の内閣府令で定める方法（第３条） 
 ➤特定の個人がその入力する情報を電気通信を利用して第三者に閲覧させ

ることに付随して、その第三者が当該個人に対し情報を伝達することがで

きる機能が提供されるものの当該機能を利用するものとする。 

 
３．公布日及び施行日 
  公布日：令和５年７月（予定） 
  施行日：令和６年４月１日（改正法の施行日と同日）  



（参考） 
○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する

法律（令和５年法律第 30 号）による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号） 
 
（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関連する職務に従事する者その他の関係者（第五項において「関

係機関等」という。）により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組

織するよう努めなければならない。 
２・３ （略） 
４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところ

により、その旨を公表しなければならない。 
５ （略） 
 
（接近禁止命令等） 

第十条 （略） 
２ 前項の場合において、同項の規定による命令（以下「接近禁止命令」という。）

を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して

一年を経過する日までの間、被害者に対して次に掲げる行為をしてはならな

いことを命ずるものとする。 
一～三 （略） 
四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、

電話をかけ、文書を送付し、通信文その他の情報（電気通信（電気通信事業

法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第一号に規定する電気通信をいう。

以下この号及び第六項第一号において同じ。）の送信元、送信先、通信日時

その他の電気通信を行うために必要な情報を含む。以下この条において「通

信文等」という。）をファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メー

ルの送信等をすること。 
五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話を

かけ、通信文等をファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールの送信

等をすること。 
六～十 （略） 

３～５ （略） 
６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送信等」とは、次の各号のいずれ



かに掲げる行為（電話をかけること及び通信文等をファクシミリ装置を用い

て送信することを除く。）をいう。 
一 電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成十四年

法律第二十六号）第二条第一号に規定する電子メールをいう。）その他のそ

の受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信の送

信を行うこと。 
二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって、内閣府令で定めるものを用いて通信文

等の送信を行うこと。 
 
 


